
ー申請の手引きー

<受付期間>

令和5年8月1日（火）から 令和5年11月30日（木）まで

<令和5年8月1日版>

市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金事務局

<受 付 時 間>   9:00～17:00（土日祝日・12月29日～1月3日を除く）

<電 話 番 号> 050-3684-6885

<メールアドレス> ichikawa-dgshien@saison-psp.co.jp



❶支援金の概要

市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金申請の手引き1

電気料金及びガス料金の高騰の影響を受けた事業者の皆さまを支援し、事業継続への負担を軽減するため、

「市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金」を給付します。なお、本支援金第1弾として、令和4年4

月分から令和4年8月分までの電気・ガス料金を対象とする給付を行っていました。第1弾を受給された方も、

第2弾の申請ができます。

給付対象者 下記のⅠ～Ⅴを全て満たす事業者の方が対象です。

Ⅰ.市内に本店又は主たる事業所を有する中小企業者等であること。

Ⅱ.電気料金及びガス料金の高騰の影響を受け、事業継続への負担が生じた者であること。

Ⅲ.次に掲げる要件のいずれかに該当すること。

ア 令和4年8月以前から事業を行っている者にあっては、同年9月分から令和5年3月分までの電気料金及び ガス

料金（自動車の燃料費に係るものを除く。以下同じ。）の合計額が21万円以上であること。

イ 令和4年9月から令和5年2月に開業等又は事業承継等をした者にあっては、開業した翌月から令和5年3月分

（対象月数）までの電気料金及びガス料金の合計が、給付要件（21万円）を対象月数で按分した額以上で

あること。（詳しくは4ページの下段を参照）

Ⅳ.事業者電気・ガス料金高騰対策支援金の給付を受けた後も、引き続き市内で事業を継続する意思があること。

Ⅴ.納期限が到来した市税を完納していること。

中小企業基本法第2条第1項の表

同法に基づかない法人格を持つ法人（社会福祉法人、医療法人、NPO法人、組合等）の場合も、
業種ごとに規定される規模以下の場合は対象となります。

業種
以下のいずれかを満たす者

資本金 従業員の数

小売業/飲食業 5,000万円以下 50人以下

卸売業 1億円以下 100人以下

サービス業（生活関連サービス業、娯楽業、教育、学習
支援、医療福祉、その他）

5,000万円以下 100人以下

旅館業 5,000万円以下 200人以下

ソフトウェア業/情報処理サービス業 3億円以下 300人以下

その他（建設業、製造業、運輸業、鉱業、不動産業、
旅行業、農林漁業、その他）

3億円以下 300人以下

TEL：050-3684-6885
メールアドレス：ichikawa-dgshien@saison-psp.co.jp

事務局開設期間：令和5年8月1日（火）～令和5年12月28日（木）
受付時間：9時00分～17時00分（土日祝日、年末年始を除く）

中小企業者等とは

市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金事務局



❷支援金の申請方法、受付期間
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以下のとおりオンライン又は郵送での受付を行います。

ご不明な点は、市へお問い合わせください。

【郵送先】
〒170-0013 東京都豊島区東池袋1-33-8 NBF池袋タワー5階(株)セゾンパーソナルプラス内
市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金事務局
※必要に応じて、専用宛名ラベル（最終ページ）をご利用ください。

令和5年8月1日（火）から 令和5年11月30日（木）まで

○ オンラインの場合 ： 令和5年11月30日（木）23時59分まで
○ 郵 送 の 場 合 ： 令和5年11月30日（木）消印有効

https://www.city.ichikawa.lg.jp/eco05/denkigasu.html

こちらのURLからそれぞれの手続きに進み、必要事項を入力してください。

オンライン受付について

郵送受付について

受付期間



➌支援金を申請できるか確認

市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金申請の手引き

STEP1 給付対象要件の確認

給付対象者に関する要件は下記のとおりです。

要 件 は い いいえ

市内に本店又は主たる事業所を有する中小企業者等である。
（中小企業者等に該当するかは、本手引きの1ページを参照）

□ □

電気料金及びガス料金の高騰の影響を受け、事業継続への負担が生じている。 □ □

令和4年8月以前から事業を行っている者であって、令和4年9月分から令和5年3月分までの
電気料金及びガス料金（自動車の燃料費に係るものを除く。）の合計額が21万円以上である。

（令和4年9月以降に事業を開始した事業者の場合は、4ページの下段及び5ページを参照）

□ □

事業者電気・ガス料金高騰対策支援金の給付を受けた後も、引き続き市内で事業を継続する
意思がある。

□ □

納期限が到来した市税を完納している。 □ □

以下の、給付対象外となる要件に該当しない。

・本市が実施する市川市障害福祉サービス事業所等原油価格・物価高騰対策支援金及び

市川市介護サービス事業所原油価格・物価高騰対策支援金の給付対象者

・雇用保険法第4条第1項に規定する被保険者又は健康保険法その他の医療保険に関する

法律の被扶養者

・法人税法第2条第5号に規定する公共法人

・性風俗関連特殊営業又は店舗型性風俗特殊営業に係る接客業務受託営業を行う者

・宗教上の組織又は団体

・政治団体

・市川市暴力団排除条例（平成24年条例第12号）第2条第1号に規定する暴力団、同条

第3号に規定する暴力団員等又は同条例第9条第1項に規定する暴力団密接関係者

・法人であって、その役員のうちに暴力団員等又は暴力団密接関係者があるもの

・破産手続開始の決定を受けた者

・令和4年9月から令和5年3月までを対象とする本支援金の給付を一度受けた者

□ □

全て☑
↓

STEP2へ

1つでも☑
↓

対象外

3



➌支援金を申請できるか確認
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※ ガス料金とは、自動車の燃料費に係るものを除いたものをいいます。

STEP1で給付対象要件を確認したうえで、下記の表を参考に、申請できる金額を確認してください。

令和4年9月以降に開業した場合の例

STEP2 給付額の確認

月 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分 計

支払額 ‐ 1万円
（開業月は支援対象外）

3万円 4万円 5万円 3万円 3万円
18万円
（Ⓐ）

電気料金及びガス料金の支払額の合計が21万円に満たない場合は、対象外。

令和4年9月分から令和5年3月分までの
電気料金及びガス料金（※）の支払額の合計

申請できる金額

21万円以上35万円未満 5万2,500円

35万円以上70万円未満 8万7,500円

70万円以上105万円未満 17万5,000円

105万円以上 26万2,500円

<開業日>

<対象月数>

<電気・ガス料金支払い実績>

<給付対象者の判定>

<給付額>

令和4年10月29日

5か月（令和4年11月～令和5年3月分）

5万2,500円×（5か月/7か月）＝3万7,500円

合計額 18万円 …Ⓐ

21万円（給付要件）×（5か月/7か月）＝ 15万円 …Ⓑ

18万円（Ⓐ）≧ 15万円（Ⓑ） 給付対象

支払額の合計が、給付要件（21万円）を対象月数で按分した額以上となった場合、

本支援金の対象となります。

給付額は、対象月数で按分した額となります。



➍給付対象者の特例

市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金申請の手引き

内容

☑ 新規開業

（令和4年9月から令和5年2月までに設立した中小企業又は開業した個
人）

⇒ 開業月の翌月分から令和5年3月分までの電気・ガス料金の支払額の
合計が対象

☑ 事業承継

（令和4年9月以降に事業承継した中小企業又は個人事業主）

⇒ 令和4年9月分から令和5年3月分までの、事業承継前の事業者の
電気・ガス料金と事業承継後の事業者の電気・ガス料金の支払額の合計
が対象

☑ 一部の事業承継

（令和4年9月から令和5年2月までにM＆A等の第三者による事業承継を
行った中小企業又は個人事業主）

⇒ 事業承継を行った月の翌月分から令和5年3月分までの電気・ガス料金の
支払い額の合計が対象

☑ 法人成り

（令和4年9月以降に個人事業主から法人成りした中小企業等）

⇒ 令和4年9月分から令和5年3月分までの、法人化前の個人事業主の
電気・ガス料金と法人成りした後の中小企業等の電気・ガス料金の支払額
の合計が対象

☑ 個人成り

（令和4年9月以降に法人から個人成りした個人事業主）

⇒ 令和4年9月分から令和5年3月分までの、個人化前の中小企業等の
電気・ガス料金と個人成りした後の個人事業主の電気・ガス料金の支払額
の合計が対象

新規開業や事業承継などの場合は、下記により、支援金の給付判定を受けることができます。

5



➎申請から給付までの流れ

市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金申請の手引き

オンライン申請

申請書類の確認

（事務局の審査）

郵送申請

申請受付

（登録完了）

申請受付

（申請書類到着・

開封確認）

審査完了後
決定通知書の郵送

口座振込

申請フォームにて申請
を行うため、予め必要
書類の準備をお願い
します。

申請フォームにて必要
事項の入力及び必要
書類のアップロードを
行ってください。

書類不備などの確認を行い、
不備等があった場合は別途
ご連絡いたします。

申請書類に必要事項
を記入し、事務局へ
郵送をお願いします。

事務局に書類到着後、
申請書の記載内容や
同封書類の内容確認
を行います。

審査完了後、給付可否決定
通知書を郵送します。

申請書に記載の口座へ、
支援金を振り込みます。

申請から給付までのおおまかな流れは、次のとおりです。

申請書類の確認
（市川市の審査）

事務局の審査完了後、
市川市が支援金の給付可否
決定を行います。

6



➏必要書類一覧表

市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金申請の手引き7

必要書類
法人 個人

確定申告あり 確定申告不要 青色申告 白色申告 確定申告不要

【郵送申請の場合のみ提出】
事業者電気・ガス料金高騰対策支援金申請書兼請求書

（様式第1号）
〇 〇 〇 〇 〇

誓約書・同意書（様式第2号） 〇 〇 〇 〇 〇

電気・ガス料金の領収書（令和4年9月～令和5年3月分） 〇 〇 〇 〇 〇

直近の法人税の確定申告書別表一の控え 〇

直近の法人事業概況説明書の控え（1枚目） 〇

事業報告書、貸借対照表 等
・NPO法人（事業報告書）
・社会福祉法人 （事業活動計算書）、
・公益財団/社団法人（正味財産増減計算書） など

〇

令和4年分所得税確定申告書第一表の控え 〇 〇 〇

令和4年分所得税の青色申告決算書の控え 〇

令和4年分所得税の収支内訳書の控え 〇

市内で事業を行っていることがわかる書類
（開業届、許認可証、事業所に係る契約書 等） 〇

履歴事項全部証明書

（3か月以内に発行されており、かつ申請時の代表者氏名の
記載のあるもの）

〇 〇

本人確認書類の写し（原則、顔写真付きのもの）
（P17参照 ） 〇 〇 〇

申請者名義の国民健康保険証の写し
（有効期限内であるものに限る） 〇 〇 〇

過去に本支援金（第1弾）を申請した方は、添付書類を省略することができます



➏必要書類一覧表（特例該当者）

市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金申請の手引き

令和4年9月以降に開業、法人設立、事業継承、法人成り、個人成りした
場合、ページの書類に加えて、下記の書類を提出してください

区分
項目

法人 個人

確定申告あり 確定申告不要 青色申告 白色申告 確定申告不要

新規開業

開業届（所得税法） 〇

法人設立届出書（法人税法）等 〇

事業承継等

開業届（所得税法） 〇

法人設立届出書（法人税法） 〇

事業承継等をした者の直近の
法人税の確定申告書

〇

事業承継等をした者の直近の
確定申告書

〇

法人成り

法人設立届出書（法人税法） 〇

令和4年分の個人（代表者）
確定申告書

〇

個人成り

開業届（所得税法） 〇

【会社を解散・清算した場合】
閉鎖事項証明書

〇

【会社を休眠した場合】
異動届出書

〇

8

過去に本支援金（第1弾）を申請した方は、添付書類を省略することができます



➏必要書類一覧表（共通書類）
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必要書類
法人 個人

確定申告あり 確定申告不要 青色申告 白色申告 確定申告不要

振込先口座が法人名義・本人名義の場合

通帳表紙の裏面又はキャッシュカードの写し 〇 〇 〇 〇 〇

振込先口座が法人名義・本人名義以外の場合

委任状 〇 〇 〇 〇 〇

通帳表紙の裏面又はキャッシュカードの写し 〇 〇 〇 〇 〇

通帳の写し

金融機関名、支店番号、支店名、口座種別、口座番号、名義人 が確認できるよう
スキャン又は撮影してください。

紙媒体の通帳がない場合は、電子通帳の画面等の画像を提出してください。
同様に、当座口座で紙媒体の通帳がない場合も、電子通帳等の画像を提出してください。

カナ名義であることをご確認ください

過去に本支援金（第1弾）を申請した方は、添付書類を省略することができます



➐提出書類見本（電気・ガス料金の領収証）

②実際に支払ったことがわかるもの（例）

①電気・ガス料金（○年○月分）のわかるもの（例）

検針票請求(内訳)書 WEB利用明細

料金等領収書 通 帳

引落額記載部分

WEB通帳

引落額記載部分

カード利用明細

利用額記載部分

1枚の書類で①と②が確認できた場合は、一点の書類で問題ございません

10

2点書類が必要です

① 使用した電気・ガス料金の書類

② 実際に支払ったことがわかる書類

市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金申請の手引き

明細書に電気料金「等」と記載されていた場合のみ、料金内訳欄が必須となります

※WEB上の画面コピーや写真でも、金額がわかれば結構です



➐提出書類見本（電気・ガス料金の領収証）
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電気料金の領収書等

ガス料金の領収書等

様式第1号に記入する
電気料金の金額

令和4年9月～令和5年3月分
が対象

様式第1号に記入する
ガス料金の金額

令和4年9月～令和5年3月分
が対象

電気料金以外のもの（機器のリース
料）が含まれている場合、料金内訳
欄にある電気料金が対象になります



い
い
え

➐提出書類フローチャート（電気・ガス料金の領収証）

市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金申請の手引き 12

領収証の名前に料金「等」と入っていない
例：電気料金等領収証、ガス料金等受領証

対象月（令和4年9月～令和5年3月分）の領収印が押された領収証を持っている
※ご契約者名、使用場所が記載されている

は
い

は
い

は
い

は
い

提出してください
1領収証
2明細書や検針票（内訳欄の記入あり）

契約している電力・ガス会社のマイページに
ログインし、領収証を発行してください

提出してください
1領収証
2通帳のコピー等

支払い済みと記載された領収証である
例：口座振替済、口座より引き落としにて

領収いたしました。等

領収証の名前に料金「等」と入っていない
例：電気料金等領収証、ガス料金等受領証

領収証のみ提出してください

領収証のみ
提出してください

い
い
え

対象月（令和4年9月～令和5年3月分）の領収証を持っている

契約している電力・ガス会社から、
明細書や検針票を発行してください

い
い
え

は
い

い
い
え

提出してください
1明細書や検針表（内訳欄の記入あり）
2通帳のコピー等

支払い方法が払込用紙の場合

支払い方法が口座振替、クレジットカードの場合



➐提出書類見本（法人の場合）

市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金申請の手引き13

直近の所得税確定申告書第一表の控え（1枚目）

直近の所得税の青色申告決算書の控え（1枚目） 直近の所得税の収支内訳書の控え（1枚目）

申告書B 申告書A



➐提出書類見本（法人の場合）

市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金申請の手引き 14

法人税の確定申告書別表一の控え

法人事業概況説明書の控え（1枚目）

QR
コード

千葉県市川市八幡1－1－1
株式会社市川市役所

××××-××-×× ××××

株式会社市川市役所

千葉県市川市八幡1丁目1番号

令和3年1月1日

市川 太郎

千葉県市川市八幡1－1－1
代表取締役 市川 太郎

令和3年1月1日登記

1．飲食店の運営
2．不動産の賃貸及び管理
3．前各号に付帯関連する一切の業務

履歴事項全部証明書

法人設立届出書



➐提出書類見本（個人の場合）

市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金申請の手引き15

下記のいずれかの写しを、住所・氏名・顔写真がはっきりと判別できるかたちで提出
してください。

⚫ 運転免許証 両面（返納している場合は、運転経歴証明書で代替可能｡）
⚫ 個人番号カード（オモテ面のみ）
⚫ 写真付きの住民基本台帳カード（オモテ面のみ）
⚫ 在留カード、特別永住者証明書、外国人登録証明書（在留の資格が特別永

住者のものに限る。）

なお、上記本人確認書類を保有していない場合は、下記（1）又は（2）で
代替することができるものとします。

⑴ 住民票の写し及びパスポート（顔写真の掲載されているページ）
⑵ 住民票の写し及び各種健康保険証 両面
※  各種健康保険証は「記号」、「番号」、「保険者番号」、「二次元コード」が見えな

いようマスキングしてください。

※ いずれの場合も、申請を行う月において有効なものであり、かつ記載された住所が
申請時に登録する住所と同一のものに限ります。

本人確認書類



➑記入例 様式第1号（第6条関係）※一般法人の例

市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金申請の手引き 16

本店又は主たる事業所の
所在地です。
（個人の場合における
「住所」ではありません）

個人の場合は、自宅の住所を記入してください



➑記入例 様式第1号（第6条関係）※一般法人の例

市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金申請の手引き

電気・ガス料金の領収書等をもとに、1円単位
まで正確な金額を記入してください

17

通帳裏面の同じ名義を記載してください
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➑記入例 様式第1号（第6条関係）※一般法人の例

過去に本支援金（第1弾）の申請をした方は添
付書類を省略することができます。省略する場合
は、「省略」欄の□にチェックを入れてください
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➑記入例 様式第1号（第6条関係）※個人の例

過去に本支援金（第1弾）の申請をした方は添
付書類を省略することができます。省略する場合
は、「省略」欄の□にチェックを入れてください



➑記入例 様式第2号（第6条関係）

市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金申請の手引き 20

押印は不要です



❾よくある質問（Q&A）

市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金申請の手引き

Ｑ3 市川市の「介護サービス事業所原油価格・物価高騰対策支援金」の給付
対象となっていますが、申請を行っていません。本支援金を受給できますか？

Ａ3 申請・受給の有無に関わらず、事業者電気・ガス料金高騰対策支援金は受給できません。

Ａ4 中小企業基本法に基づかない法人格を持つ法人等（社会福祉法人、医療法人、NPO法人、

組合等）の場合も本手引き1ページの表を準用し、各業種ごとに規定される規模以下の場合は

対象となります。

Ｑ4 中小企業以外でも対象となりますか？

Ａ5 原則、提出された確定申告書類に記載されている事業地で判断します。

Ｑ5 「主たる事業所」はどのように判断しますか？

Ａ6 本業として事業活動を行っている事業者が交付対象となるため、サラリーマン等の被雇用者は

対象外となります。また、社会保険（健康保険）の被扶養者も、他のご家族等の収入で生計を

立てていると考えられるため、対象外となります。

Ｑ6 被雇用者又は社会保険（健康保険）の被扶養者ですが、交付対象に
なりますか？

Ｑ1 電気・ガス料金の領収証が無い場合は何を提出すればよいですか？

Ａ2 本支援金の申請は、法人又は個人事業主単位で行っていただきます。そのため、市内に複数の

事業所をもつ事業者については、対象期間における各事業所の電気・ガス料金支払額を合算し

た額（＝事業者全体で支払った電気・ガス料金）を基準として、支援金の給付額を算定します。

Ｑ2 市内外に複数の事業所や部門がある場合、申請はどのように行いますか？

Ａ1 電力会社又はガス会社に支払証明書の発行を依頼し、それを領収書の代わりとして提出して

ください。

 個人事業主

青色申告者：青色申告決算書1枚目の事業所所在地
白色申告者：収支内訳書1枚目の事業所所在地

 法人

法人税確定申告書別表1の納税地もしくは履歴事項全部証明書の本店所在地

21



❾よくある質問（Q&A）

市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金申請の手引き 22

Ａ8 確定申告書第一表の控えに収受日印が押印されていない場合、提出する確定申告書類の

年分の「納税証明書（その2 所得金額用）（事業所得金額の記載のあるもの）」を提出

してください。また、e-TAXを通じて申告を行っている場合、「受信通知メールの控え」を添付して

ください。（ただし、確定申告書の上部に「電子申告の日時」と「受付番号」の記載のあるものに

ついては、受信通知メールは不要です。）

Ｑ8 確定申告書に収受日印がないのですがどうすればよいですか？

Ａ9 令和4年9月～令和5年3月分の電気・ガス料金の支払額に対応する申請は1回のみの申請と

なりますので、まとめて申請してください。

Ｑ9 令和4年9月～12月分と令和5年1月～3月分に分けて申請できますか？

Ａ10 用途については、特に制限はありません。事業継続のために幅広くご活用ください。

Ｑ10 支援金の用途制限はありますか？

Ａ11 市公式Webサイトに申請書等を掲載しておりますので、ダウンロードしてご利用ください。

また、下記の窓口において申請書を配布しております。

Ｑ11 郵送申請を検討していますが、申請書はどこで入手できますか？

Ａ12 事務局で対応しますので、050-3684-6885へご連絡ください。

土日祝日及び年末年始を除く、平日9:00～17:00が電話受付時間となります。

Ｑ12 申請書の書き方が分からないので、教えていただけますか？

Ａ7 本支援金は、事業に用いる電気及びガスの使用料金の一部を補助するものです。そのため、

日常生活で用いられる電気・ガス料金は本支援金の対象となりません。

Ｑ7 個人事業主ですが、自宅の電気・ガス料金は対象となりますか？

配架場所

北部 大柏出張所（南大野2－3－19）

中部

第1庁舎（八幡1-1-1）3階 経済産業課

市川駅行政サービスセンター
（市川南1-1-1 ザ タワーズイースト3階）

市川商工会議所（南八幡2-21-1）

南部
行徳支所（末広1-1-31） 2階 企画調整課

南行徳市民センター（南行徳1-21-1）



問い合わせ先

市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金事務局

TEL 050－3684－6885

メールアドレス ichikawa-dgshien@saison-psp.co.jp

郵送物宛先

〒170-0013

東京都豊島区東池袋1-33-8NBF池袋タワー5階

(株）セゾンパーソナルプラス内

市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金事務局

〒170-0013

東京都豊島区東池袋1-33-8 NBF池袋タワー5F

（株）セゾンパーソナルプラス内

市川市事業者電気・ガス料金高騰対策支援金事務局 行

宛名ラベル


